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教育の冷戦構造　　―学力低下問題からー
早稲田大学教育学部２年　　豊田　昂希

０．はじめに
○今回の発表で目指すもの

　　1.今日話題となっている、学力低下問題に関する知識の獲得・理解
　　　A.学力低下問題の経緯
　　　B.学力低下の原因 について
　C.「学力低下問題」の問題

2.教育における社会工学の存在の理解 
　A.教育における社会工学

　　　B.学習指導要領の変遷に見る、戦後教育の冷戦構造
　　

3.二項対立的学力観・教育観からの脱却（ディスカッション）・新たな教育観の構築
　　　A.二項両立論

　　　B.新しい学力観
　　　C.私の学力観（問題提起）
１．学力低下問題

　A.学力低下問題の経緯

　　主な関連事項のみを掲載する。

2003年　OECD生徒の学習到達度調査(PISA：Program for International Student Assessment)
経済協力開発機構(OECD)が、2003年に世界各国の15歳の生徒を対象に実施。

日本の順位が下がった（資料1）ことから、学力が低下したと報道される。

　　　　　　　現行学習指導要領（資料２）「ゆとり教育」批判・学校現場への関心が高まる。

2005年　中山文部科学大臣が中央教育審議会に、現行学習指導要領の見直しを指示。

2007年　中央教育審議会が現行学習指導要領による学力低下を認め、授業日数の増加を提言。

　　
　B.学力低下の原因について
　　さまざまな要因が指摘されたが、大きく分けて二通りの主張がある。以下にそれらを提示する。
後述するが、以下の指摘は単なる指摘である。論拠が不明瞭だし、PISAテストとその結果について

考察・分析することなく、一人歩きしてしまった。
○基礎学力不徹底論

現行学習指導要領(資料２)において、授業時間数・学習内容の純減（完全週５日制）がなされたことなどか
ら、生徒の絶対的な知識不足が生じた。ゆえに、授業時間数・学習内容を増やし、基礎学力の定着を徹底
させるべきである。

○応用力不足論

PISAは、基礎知識を応用する力をはかるものであって、必ずしも基礎学力が低下したとはいえない。今
回問題となった応用力は、現行学習指導要領・総合的な学習の時間（資料2）において培われるはずのもの
であるから、現行学習指導要領自体に問題があるのではなく、総合的な学習の時間の運用の仕方・先生の
指導方法に問題がある。

C.「学力低下問題」の問題

○問題分析の欠如

　　　契機となったPISAとその結果について、考察・分析がなされなかった

　　　(e.g.)PISAの問題は、知識よりも応用力を求めている

　　

　　○現行学習指導要領への問題転嫁

　　　いわゆる「ゆとり教育」への批判へと移行し、「詰め込み教育」と「ゆとり教育」の二項対立構図で問題視されるようになった。現行学習指導要領への批判がなぜ上記のような二項対立を惹起するのかについては後述する。
(c.f.)「振り子理論」（苅谷剛彦『「学力低下」の実態』岩波ブックレット・2002・10）
２．教育における社会工学の存在
　A.教育における社会工学
　　○現行学習指導要領への問題転嫁

　　　報道の性質変化。学力低下問題から現行学習指導要領への批判への移行

→「詰め込み教育」と「ゆとり教育」という二項対立構図による問題視

(c.f.)「振り子理論」（前出）

　　○なぜ、現行学習指導要領への批判が「詰め込み教育」と「ゆとり教育」という対立を惹起するのか？

　　　→教育の冷戦構造
B.学習指導要領の変遷に見る、戦後教育の冷戦構造（資料3）
※日教組・文部省（現文部科学省）に関する項目は網掛になっている。

1947年（昭和22年）

GHQが教員組合の結成を指令、日教組が設立される。日教組の地位確立と教育の民主化、民主主義教育の推進を目指すと定めた3つの綱領を採択し、六三制完全実施・教育復興に向けて取り組みを開始するとした。

1951年（昭和26年）

日教組、いわゆる「逆コース」を懸念して方針転換。政府と対立し始める。

国旗掲揚と国歌斉唱の「強制」に対して反対する。
1954年（昭和29年）

第５次吉田内閣、「日教組征伐」を主張し、教育二法を成立。

教員の政治的中立を定めた。

1961年（昭和36年）～

系統性を重視したカリキュラムで、公立学校に対して強制力がある。

○総授業時数（コマ数）　：　5821

○国・算・理・社の合計授業時数　：　3941
日教組、日本の全国統一学力テスト実施への反対

1965年（昭和40年）

家永教科書裁判運動
　　1971年（昭和46年）～

「現代化カリキュラム」と呼ばれる学習指導要領。時代の進展に対応した教育内容の導入を目指す。

しかし、授業の進度が速すぎたため「新幹線授業」などと批判された。

○総授業時数　：　5821

○国・算・理・社の合計授業時数　：3941

日教組教育を受けた世代が成人になる
1980年（昭和55年）～

「ゆとりカリキュラム」と呼ばれる学習指導要領。主要教科の学習内容が削減された。

○総授業時数　：　5785（－36）

○国・算・理・社の合計授業時数　：　3659（－282）
1992年（平成4年）～

新学力観の登場。個性を生かす教育を目指して改定された学習指導要領。主要教科の学習内容をさらに削減した反面、道徳教育などを増やした。

○総授業時数　：　5785

○国・算・理・社・生活の合計授業時数　：　3659
1994年（平成6年）

日本社会党の路線変更に伴い日本教職員組合も方針を変更し、文部省（現在の文部科学省）と協調路線をとることを決定し、文部省と和解。

2002年（平成14年）～

現行の学習指導要領。完全週５日制・「総合的な学習の時間」の新設により、学習にゆとりをもたせ、「生きる力」の育成を目指す。

○総授業時数　：　5367（－318）

○国・算・理・社・生活の合計授業時数　：　3148（－511）
　　※「総合的な学習の時間」は、日本教職員組合がこれまでに取り組んできた「自主的なカリキュラムの編成」運動における「総合学習」の考え方に近い。
　　→新・学習指導要領へ（資料４）
　◆教育と政治・思想は不可分。→冷戦構造の教育

　　→政治・イデオロギー対立の道具と化す。教育の空洞化。

（参考：櫻井よしこ『日本の危機』新潮文庫・2000・3）

3.二項対立的学力観・教育観からの脱却
○コミュニケーション力・記述力の重視の流れ

A.二項両立論

　　藤原和博・陰山英男：「百マス計算」と[よのなか]科

　B.新しい学力観

　　内山幹生：基礎知識の運用能力・運用の心得を重視。
　C.私の学力観
　　国民として最低限必要な知識の獲得

　　記述力・論理構成力の重視

　　など

＜MEMO＞

